当事者参画と公共政策 : がん対策策定過程を中心として by 若尾 直子
当事者参画と公共政策
～がん対策策定過程を中心として～






































































































図-⚑ 主な死因別にみた日本人の死亡率の推移（人口 10 万対）
出典 2012 年までのデータである厚生労働白書平成 29 年度版に、「厚生労働省政策統括官付
人口動態・保健社会統計室『人口動態統計』2017」資料を追加して筆者作成











んが日本人の死因の二位となった 1953 年から 1978 年までを当事者参画
の「黎明期」とする。
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図-⚒ 悪性新生物治療における在院に数年次推移





































をもとに、1978 年から 2004 年までを「萌芽期」と呼ぶことにする。

















































































































以上、今後への期待も含め、2004 年から 2018 年までの期間を当事者
参画の「成長期」と名付けることとし、この節を終える。
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表⚑ 第 52 回から第 68 回までの当事者構成員（50 音順、敬称略）
都道府県 名前 性別 所属 立場
東京都 桜井 なおみ 女 一般社団法人CSRプロジェクト 患者
徳島県 勢井 啓介 男 NPO法人AWAがん対策募金 患者
東京都 難波 美智代 女 一般社団法人シンクパール 患者
東京都 馬上 祐子 女 小児脳腫瘍の会 家族
山梨県 若尾 直子 女 NPO法人がんフォーラム山梨 患者
表⚒ 第 52 回から第 68 回までの当事者以外の構成員（50 音順、敬称略）
氏名 性別 所属（2017 年任命当時）
秋山 正子 女 （株）ケアーズ 白十字訪問看護ステーション総括所長
大江 裕一郎 男 国立研究開発法人国立がん研究センター中央病院副院長
川本 利恵子 女 公益財団法人日本看護協会常任理事
北川 雄光 男 慶應義塾大学 医学部 外科学教授
田中 秀一 男 読売新聞東京本社調査研究本部 主任研究員
中釜 斉 男 国立研究開発法人国立がん研究センター理事長
中川 恵一 男 東京大学医学部附属病院放射線科准教授
檜山 英三 男 広島大学自然科学研究支援開発センター 教授
細川 豊史 男 京都府立医科大学疼痛・緩和医療学教室教授
村松 淳子 女 京都府健康福祉部長
道永 麻里 女 公益社団法人日本医師会常任理事
宮園 浩平 男 東京大学大学院医学系研究科分子病理学 教授
門田 守人 男 地方独立行政法人 堺市立病院機構 理事長
山口 建 男 静岡県立静岡がんセンター総長
湯沢 洋美 女 株式会社足利銀行人事部業務役
出典 （表-⚑）（表-⚒）とも第 52 回厚生労働省がん対策推進協議会資料より筆者作成

























。最新（2013 年）の『全国がん患者モニタリング集計 2013 年罹患
数・率報告』
47)









表⚓ 第 68 回協議会開催からがん基本計画閣議決定までの経緯
年月日 内容 備考
2017 年⚖月⚒日 第 68 回がん対策推進協議会 第⚓期がん基本計画案策定
同年⚗月 19 日 塩崎厚生労働大臣との意見交換会 厚生労働大臣室で公開
同日 全国会議員への意見書提出 衆議院会館、参議院会館
同年⚘月⚓日 内閣改造 加藤勝信厚生労働大臣となる
同年⚙月 28 日 パブリック・コメント 10 月 11 日まで
同年 10 月 24 日 第⚑回目の閣議決定 受動喫煙に関する記載なし











































協議会構成員の任命を受け、第 52 回から 68 回まで構成員を務め、開催








































企業代表 14 2968 212.0 0.58% 2.04%
医療者 157 212402 1352.9 41.21% 13.00%
患者委員 78 195564 2507.2 37.94% 24.09%
行政代表 12 6390 532.5 1.24% 5.12%
メディア 16 8726 545.4 1.69% 5.24%
座長 17 89369 5257.0 17.34% 50.51%
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第⚑期 2007 年⚕月⚗日から⚕月 21 日（15 日間） 425
第⚒期 2012 年⚓月⚒日から⚔月⚑日（31 日間） 2,141







して受けることのできる医療施設は、2005 年において 135 施設であっ
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18） ここまでの立法過程は、「第 164 回国会 参議院本会議 第 26 号」による記録
及び「官報号外平成 18 年⚕月 22 日」を参照されたい。
19） がん対策予算が一覧表として厚労省ホームページに一覧として示されているの








21）「第⚑回がん患者大集会」は、2005 年⚕月 28 日に、NHK 大阪ホールにて開催
された。約 1800 名が参加。その際、アピール文として「患者主体のがん情報セ
ンター」早期設立を希望し、当時の厚生労働大臣尾辻秀久氏にアピール文とし



















































ついて」の「⚕、ご意見募集予定の案件（2018 年 12 月 28 日更新）」で告知さ





















































































































62） 2017 年⚔月 13 日 第 66 回がん対策推進協議会（議事録）での当事者構成員と
医療関係者による構成員と意識の違いが如実に表れた内容となっている。















い結果となっている（Medical Trebune 新聞版：2019 年⚑月 24 日によりと、ア






















































































































88） 茨城県は、2007 年と 2017 年のがんによる年齢調整死亡率の改善が比較的良く





・平成 28 年（2016 年）⚔月に，疾病対策課（旧保健予防課）に「がん対策推進
室」を設置
・がん検診受診率 50％の目標達成に向けた取組を推進するため，平成 27 年





H28 調査：① 42.4％，② 51.0％，③ 42.2％，④ 46.2％，⑤ 42.5％
H25 調査：① 39.5％，② 44.2％，③ 36.8％，④ 44.8％，⑤ 41.7％
※ ①～⑤は，①胃がん，②肺がん，③大腸がん，④乳がん，⑤子宮頸がんで、
茨城県がん検診受診率は 2013 年と 2016 年を比べると、全国平均を上回る改
善率を示している（注図-⚑）。
























生活習慣の改善 条例第⚕条、第 16 条⚓項
早期発見 条例第⚙条第 4,5 条、第 15 条
がん医療の充実
ゲノム医療の推進 条例第 11 条
がん医療の均てん化 同上
チーム医療の推進 同上
がんリハ、支持療法の充実 条例第 11 条⚖項、第 18 条
希少がん対策 条例第 11 条
小児・AYA世代のがん対策 同上
がん登録の活用 条例第 17 条
がんとの共生
診断時からの緩和ケア 条例第 12 条
相談支援・ピアサポートの充実 条例第 22 条
在宅療養の支援 条例第 14 条
就労への支援 条例第⚕条 .第⚖条⚒項 .第 20 条
ライフステージに応じた相談支援 条例第 21 条
基盤整備
新たな治療研究 条例第 18 条
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出典 国立がん研究センターがん情報サービスがん登録・統計「人口動態統計によるがん
死亡データ 1958 年～2018 年」をもとに筆者作成
※折れ線グラフの改善率は、数値が低いほど改善していることを示す
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